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ペカロンガン県保健局に設置してある焼却炉 

県内の予防接種キャンペーンで使用されたAD注射器は 

県保健局に集められ、まとめてここで焼却処理される。 

 

  

  

 
  

中央ジャワ州の州保健局正面玄関 

ビオファルマから到着した麻疹ワクチン 

 

中央ジャワ州保健局の冷凍室の内部 

届いた麻疹ワクチンで一杯になっているが、各県保健局への 

配布により1週間で消費される。 

AD注射器、セーフティーボックスが保管されている中央ジャワ州

保健局の医薬品倉庫 

 

中央ジャワ州ペカロンガン県保健局の外観 

 

ペカロンガン県保健局の冷蔵庫および冷凍庫 

庫内温度は定期的にチェックされ、ワクチンは適切な温度で 

保管管理されている。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

(1) 新生児破傷風の制圧1 

インドネシア共和国（以下「イ」国とする）では 1986 年における乳児死亡原因の第 1位が汚染された刃

物によるへその緒の切断など不衛生な分娩によって感染する新生児破傷風であったため、1986 年から新生

児破傷風制圧計画を開始し妊婦を対象に破傷風予防ワクチンの 2回接種（TT2）の普及と、安全な出産法を

熟知した助産婦の村への配置を推進した。 

しかし、1999 年に WHO によって行われた評価では、新生児破傷風のハイリスク地域 2が 10%以下である最

も新生児破傷風制圧達成に近い国（クラスＡ）3として分類されたものの、表 1-1 に示すように新生児破傷

風推定症例数と推定死亡数は周辺諸国と比較して少なくなかった。同時に WHO は他の 103 ヵ所の開発途上

国においても新生児破傷風制圧計画の実施結果評価を行ったが、多くの国で依然として新生児破傷風が新

生児死亡の大きな原因であったことから 2005 年までの新たな達成指標を策定した。 

                                                 

1 新生児破傷風制圧：ＷＨＯは根絶（Eradication）という用語をポリオ根絶計画に使用しているが、その意味は最低3年間野生株によ

る新たな発症がないこと＝ポリオを世界からなくすこととしている。破傷風の場合には、破傷風の感染者数を減少させることを目標とし

ているためEliminataion あるいはreduction という言葉を使用しているため、ここでは、ポリオの根絶と区別するため制圧という言葉

を使用する。 
2 リスク評価基準は表1-2を参照。 
3 クラス A : インドネシア、ミャンマー、フィリピン、ベトナム、ベナン、タンザニア、エジプト、イラク、南アフリカなど22カ国。 
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表 1-1 新生児破傷風症例数および死亡数（1999 年） 

国  名 推定症例数（件） 推定死亡数（人） 

インドネシア 6,075 4,090 

フィリピン 1,420 1,082 

バングラデッシュ 13,575  10,386 

カンボジア 1,963 1,472 

ミャンマー 1,754 1,205 

インド 65,291 48,578 

         出典：WHO 資料 

 

その達成目標とは新生児誕生 1000 人当たり新生児破傷風症例の発生を 1人以下に減少させ、すべてのハ

イリスク地域 4における妊娠出産可能年齢女性（以下 CBAW5とする）に対して破傷風予防ワクチン（トキ

ソイドワクチン）の 3 回接種を推進し、3 回接種率（TT3 接種率）を 90%以上に引き上げるというものであ

る。 

「イ」 国においても WHO の指針に基づき、新生児破傷風例の発生が多い地域を割り出すため表 1-2 に示

す評価基準を作成し、2000 年から各地域のリスク評価を行い、すべての県、村をハイリスク(High risk)、

ミディアムリスク(Medium risk)、ロウリスク(Low risk)の 3 種類に分類した。これに基づき 2001 年から

ハイリスク村の CBAW に対する破傷風ワクチン追加接種キャンペーンを計画し、現在、UNICEF、CDC Atlanta、

州政府等の支援を受けて、一部地域で実施中である。 

                                                 

4 ハイリスク地域 : 破傷風トキソイドワクチン(TT)を 2回接種した妊婦の割合と安全なお産ができる割合をスコアー化し、合計のスコ

アーで各地域の新生児破傷風発生危険度を評価するもの。 
5 CBAW : Child Bearing Aged Women, 妊娠・出産可能年齢女性。インドネシアでは15～39歳、WHOでは 15～44歳としている。 
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表 1-2 新生児破傷風発生に関する地域の危険評価基準 

変 数 県における率 スコア リスク評価基準 

① 破傷風ﾜｸﾁﾝ 2 回接種した妊婦 

  < 50% 

  50-69% 

  70-89% 

  90-95% 

   > 95% 

   +2 

    0 

   -2 

   -4 

   -6 

② 安全なお産 6の達成率 

   < 30% 

  30-59% 

  60-80% 

   > 80% 

    0 

   +3 

   +5 

   +8 

①と②のスコアの合計が 

以下の範囲 

Low risk  = <3 

Medium risk = 3-5 

High Risk = >5 

出典:「イ」国要請書 

(2) 麻疹対策 

麻疹対策は、1984 年から生後 9カ月の乳児に対して予防接種（1回）が開始され、接種率は 1984 年の 12.7%

から 1999 年には 86%にまで改善された。しかし、1999 年から特にジャワ州の小学校において麻疹患者が一

時に大量に発生し、その後も死亡例を含む大規模な流行が多数報告されている（表 1-3）。流行地域におけ

る免疫学的検査の結果、小学校児童の 18.6～32.6%に麻疹抗体の獲得がなかったことや、罹患した小学校児

童から 5歳以下の弟妹への感染拡大が確認されたため、「イ」国保健省は乳幼児への麻疹 1回接種強化キャ

ンペーンを実施するとともに、WHO が推奨する学童への 2 回目麻疹ワクチン接種キャンペーンを 2000 年か

ら開始した。 

表 1-3 麻疹の流行状況 

 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 

麻疹患者大量発生件数 103 61 247 91

患者数（死亡数） 
1,286

(25)

1,556

(13)

5,509 

(80) 

2,940

(9)

患者大量発生以外の 

麻疹患者数（死亡数） 

47,788

(20)

21,595

(0)

19,534 

(5) 

24,457

(2)

                                                 

6 安全なお産 : 消毒された器具による臍帯切断などトレーニングを受けた助産婦による破傷風感染予防が可能なお産 
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1-1-2 開発計画 

国家開発 5 カ年計画（PROPENAS 2000-2004）では、保健医療・社会福祉の充実を目標とする「国民福祉

の向上」が国家開発最優先政策課題の一つとして位置づけられている。これを受け策定された社会開発 5

カ年プログラムでは具体的課題として①生活環境衛生、健康習慣および地域社会の参加促進、②健康の質

的改善、③地域社会における栄養摂取の質的改善、④保健資源の開発、が掲げられている。健康の質的改

善の行動計画として BCG7、DPT8、破傷風、麻疹、ポリオ、B型肝炎などに対する予防接種の実施や蔓延の恐

れのある疾病の予防が主要なコンポーネントの一つとして位置づけられている。 

このため、「イ」国保健省は 2001 年に「新生児破傷風制圧計画（2001－2008）」を策定し、2008 年までに

新生児破傷風の罹患率を出生 1,000 人当り 1人（1/1,000）にし、安全なお産の達成率を上昇させることと

し、数値目標として、2005 年までに、全てのハイリスク村の CBAW に対して、破傷風ワクチンの TT3 接種率

を90%にすることを掲げた。また、2002年には、新たにEPI9５カ年計画2002－2006（EPI, Central Level Multi 

Year Plan 2002-2006）を策定し、前述の新生児破傷風の制圧（Elimination）を含めた大きな三つの達成

目標を掲げている。第一はすべての乳幼児の定期予防接種率を 90%に到達させること、第二は①東南アジア

地域でのポリオ根絶（Eradication）、②2005 年までの新生児破傷風の制圧（Elimination）、③2004 年まで

の麻疹症例の減少(Reduction)を達成すること、第三はＢ型肝炎ワクチン接種を導入することとされ、各々

の実施計画を定めている。 

 

1-1-3 社会経済状況 

「イ」国の経済は、1997 年 7 月のアジア通貨危機において大打撃を受け、1998 年 5 月には 31 年続いた

スハルト政権が退陣を余儀なくされるなど、政治経済両面による混乱が生じた。1999 年 10 月にはワヒド新

大統領が選出され、新政権は経済回復のため、新たな国家開発 5 カ年計画（PROPENAS 2000-2004）を策定

                                                 

7 BCG : Bacille de Calmette et Guerin, 結核の予防ワクチン 
8 DPT:Diphteria,Pertussis,Tetanus Vaccine、百日咳、ジフテリア、破傷風混合ワクチン 
9 EPI: Expanded Program on Immunization, WHO が推奨している世界的規模の予防接種拡大計画。特にBCG・DPT・麻疹・ポリオを優先

的に行うよう薦めている。 
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した。また、IMF 及び世銀の指導の下で構造調整を受け入れ国営企業の民営化、金融セクター改革による国

際市場の信頼回復を図ったことにより、GDP 成長率は 1999 年には 0.79%、2000 年には 4.92%、2001 年には

3.45%と推移した。 

2001 年に発足したメガワティ政権は民主化や各種改革の推進に努め、政治的安定の回復やマクロ経済指

標（経済成長率、為替、株価等）の回復 10に一定の成果を挙げている。2003 年 12 月末の IMF(国際通貨基

金)「卒業」後をにらみ、同年 7月には PPM11の採用を決定し、9月には「経済政策パッケージ」を承認する

など IMF プログラム終了後の経済戦略を固めている。 

 「イ」国の経済指標を表 1-4 に示す。 

表 1-4 インドネシアの主要経済指標（2003 年） 

為替レート US$1=9,390 ルピア（2004 年 6 月） 

国内総生産（GDP） US$ 2,083 億 

GDP 年間成長率 4.5% 

1 人当たり GDP US$ 810 

主要産業 
鉱業（石油、LNG、アルミ、錫）、農業（米、ゴム、パーム

油）、工業（木材製品、セメント、肥料） 

輸出 US$ 611 
貿易額 

輸入 US$ 326 

 

1-2 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 

(1) 新生児破傷風制圧 

前述（1-1-1.現状と課題）したように「イ」国では WHO の指針に基づいた評価基準によって各地域のリ

スク評価を行い、すべての県、村をハイリスク(High risk)、ミディアムリスク(Medium risk)、ロウリス

ク(Low risk)の 3 種類に分類し 12、UNICEF、CDC Atlanta、州政府等の支援を受けて、ハイリスク村の CBAW

に対する破傷風ワクチン追加接種キャンペーンを開始した。UNICEF や CDC Atlanta の支援は、ハイリスク

                                                 

10 GDP 成長率：2002年 3.69%、2003 年 4.5% 
11 PPM：ポスト・プログラム・モニタリング。途上国が再びIMF の資金支援に頼る必要が生じないように、プログラムの実施状況をIMF

がモニタリングする。インドネシアにおいてはインドネシア自らが経済政策を策定し、IMFが 4半期ごとにミッションを派遣し政策対話

を行い、6ヶ月ごとに達成度レポートを作成するとともに、年2回理事会で同国の経済情勢等について議論されることとなる。 
12 リスク分類：各地域の破傷風ワクチン接種率と安全なお産の達成率のスコアの合計によって判定されるた 
め、同一県内にハイリスク村の数が多い場合には必然的に県はハイリスク県となり、ロウリスク村が多い場合には県はロウリスク村と判

定される。従って、ロウリスク県のハイリスク村とハイリスク県のハイリスク村の破傷風発生危険率は同等である。 
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県の中にあるハイリスク村のみを対象として CBAW への破傷風ワクチンの追加接種を行い、2005 年末までに

年間の新生児破傷風発生数が 4500 症例以下になった場合に制圧宣言を行う計画である。UNICEF は 2000 年

に実施したリスク評価でハイリスクと評価された県（18 州 62 県）内のハイリスク村（9,324 村）の CBAW

に対し、2004 年末終了予定で学童への追加接種キャンペーンを実施している。 

しかし「イ」国保健省の計画では、新生児破傷風制圧達成の指標として WHO の原案である TT３接種率 90%

以上達成と新生児 1000 人当たりに破傷風症例 1人以下の発生の条件を採用しており、ハイリスク県のハイ

リスク村だけではなく、ミディアムリスク県およびロウリスク県も含めた国内すべてのハイリスク村の

CBAW に対して TT３を実施する方針をとっている。従って、UNICEF 支援による制圧宣言以降も他のハイリス

ク村における定期の予防接種率の向上、安全な出産法の継続的な導入、サーベイランスの強化により制圧

地域を拡大していくことを重要課題としているが、予算の制約から必要な機材の調達の目途が立っていな

い。 

 

(2) 麻疹対策 

WHO 東南アジア地域事務局（SEARO: South East Asia Region Office）による麻疹戦略計画（2002-2005）

では、2005 年までに麻疹の死亡率を 2000 年死亡率と比較して半分に低下させることを目標として、次の 4

つの戦略を実施するよう指導している。①サーベイランス活動を強化し、②麻疹の流行に対する対応を促

進し、③80%の県（District）において、1回目の定期麻疹ワクチン接種率を 90%に上昇させ、④90%の小児

に対して 2 回目麻疹ワクチン接種を完了することである。その中でも麻疹ワクチンの 2 回目接種について

は、9カ月児への 1回接種で血中に抗体が発現する割合が平均 85%と言われていることもあり、このような

1 回の接種で抗体獲得できなかった子供や 1 回目の定期接種すら受けられなかった子供を麻疹感染から守

るために重要であるとして、2回目接種の実施を強く求めている。 

インドネシアではこれらの戦略のうち、③と④の戦略である 1回目の定期接種率を 90%に上昇させ、④90%

の小児に対して 2 回目麻疹ワクチン接種を実施することを目標として、2000 年から追加接種キャンペーン

を開始した。2002 年からは小学校児童に対して麻疹接種キャンペーンを実施し、これまでに 2002 年に 2
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州、2003 年に 4州、2004 年に 8州の、計 14 州において実施済みで、2005 年に残り 16 州に実施すれば、全

国の小学校児童に対しては 2 回目接種を完了したことになるが、予算の制約から追加キャンペーンが実施

できない状況にある。 

 

1-3 我が国の援助動向 

近年における「イ」国保健医療分野での我が国の主な技術協力は表 1-5のとおりである。 

表 1-5 保健医療分野での技術協力案件 

実施年度 技術協力プロジェクト名 内容 

平成 9年度～

平成 14 年度 
南スラウェシ地域保健強化プロジェクト 医師、助産師、検査技師等の医療従事者の人材育成

平成10年度～ 

平成 15 年度 
インドネシア母と子の健康手帳プロジェクト 母子健康手帳の普及と各種セミナー、研修の実施 

近年における保健医療分野での主な無償資金協力は表 1-6のとおりである。 

表 1-6 最近の保健医療分野無償資金協力案件 

 

1-4 他ドナーの援助動向 

 「イ」国は予防接種活動においてWHO、UNICEF、世銀、アジア開発銀行等から継続的支援を得ている。

これらの援助は主として複数年にわたるものであるが、援助額は保健省の年間 EPI 活動予算(27 から 28 百

万 US$)を大きく上回るものもある。表 1-7に各ドナーの援助動向を示す。 

 

実施年度 案件名 供与限度 概要 

平成元年～

平成 2年 
ポリオ・麻疹ワクチン製造施設建設計画 37.39 億円

麻疹ワクチンおよびポリオワクチン製造・品

質管理施設の建設、鉄筋コンクリート 2階建

て、3,901 ㎡ 

平成 3年 ポリオ・麻疹ワクチン製造機材整備計画 2.10 億円 ワクチン製造機材 

平成 10 年 
子供の福祉無償（新生児破傷風・麻疹予防

接種計画） 
2.51 億円

新生児破傷風及び麻疹予防接種用AD注射器、

セーフティーボックス 

平成 12 年 子供の福祉無償（新生児破傷風対策計画） 1.40 億円
破傷風ワクチン、AD 注射器、セーフティボッ

クス 
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表 1-7 他ドナーの援助状況 

援助国・機関 援助年 内容 
金額 

(100 万 US$)

世界保健機関(WHO) 2004－2008 

麻疹キャンペーン支援（サーベイランスやトレーニング） 
Safety Injection 導入 

B 型肝炎予防接種導入支援 

定期接種用ワクチン支援 

400

 

ユニセフ(UNICEF) 2001－2004 

ポリオキャンペーン 

麻疹キャンペーン（2004 年） 

新生児破傷風根絶キャンペーン支援 

（ハイリスク県のハイリスク村のみ） 

コールドチェーン整備 

10

サウジアラビア王国 2003 麻疹キャッチアップキャンペーン 5

アジア開発銀行(ADB) 1998－2004 

Intensive Communicable Disease Control プロジェクト

（ICDC）による 

麻疹ワクチン調達支援（定期接種用） 

新生児破傷風対策に関する midwives トレーニング支援 

85

世界銀行(WB) 2004－2010 
Health System Reform 支援 

予防接種のための District への実施費用支援 

264

 なお本計画で見込まれる援助額は、表 1-7中のユニセフに匹敵する規模である。 
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

本計画の監督官庁は保健省（Ministry of Health）の感染症対策総局（Communicable Diseases Control 

and Environmental Health :CDC）である。EPI に関する計画立案・各種ガイドライン設定・研修・データ

の集中管理を行っている。 

実施機関は県保健局である。CDC が策定した EPI 5 カ年計画は基本的に州政府・州保健局を経て県保健局

に通達されるが、本計画が支援するキャンペーンでは、CDC が直接対象県保健局の担当者を招集し、必要機

材の調達計画を説明し計画実施要請を行う場合もある。 

ワクチン接種はすべて保健センターのスタッフにより実施される。接種場所は、破傷風ワクチンについ

ては保健センター及びその出先施設で村レベルに設置されている総合保健ポスト、麻疹ワクチンは各地域

の小学校である。 

図 2-1 実施体制 

* D i t = D i r e c t o r a t e

保 健 大 臣
Ｍ ｉｎ ｉｓ ｔ ｅ ｒ  o f  M in i s t r y  o f  H e a l t h

監 察 総 局
In s p e c t o r a t e  G e n e r a l

事 務 総 局
S e c r e t a r i a t  G e n e r a l

ア ド バ イ ザ ー
A d v i s e r s

地 域 保 健 局
D i r e c t o r a t e  G e n e r a l
C o m m u n i t y  H e a l t h

感 染 症 対 策 総 局
D i r e c t o r a t e  G e n e r a l

C o m m u n ic a b l e  D i s e a s e s
C n o t r o l  a n d

E n v i r o n m e n t a l  H e a l t h

医 務 総 局
D i r e c t o r a t e  G e n e r a l
C o m m u n i t y  H e a l t h

国 立 衛 生 開 発 研 究 所
N a t io n a l  I n s t i t u t e  H e a l t h

R e s e a r c h  a n d  D e v e l o p m e n t

食 品 薬 品 総 局
D i r e c t o r a t e  G e n e r a l
F o o d  a n d  D r u g  C o t r o l

媒 介 感 染 症 対 策 局
Ｄ ｉ ｔ .  o f  V e c t o r  B o r n
D i s e a s e  C o n t r o l

直 接 感 染 症 対 策 局
D i t .  o f  D i r e c t  T r a n s
d is e a s e  C o n t r o l

病 疫 ・ 免 疫 局
Ｄ ｉ ｔ * .  o f  E p i d e m io l o g y

Im m u n iz a t i o n

環 境 衛 生 局
D i t .  o f  E n v i r o n m e n t

H e a l t h

水 質 衛 生 局
D i t .  o f  W a t e r
S a n i t a t io n

ｻ ｰ ﾍ ﾞｲ ﾗ ﾝ ｽ 課
S u b  Ｄ ｉ ｔ .

S u r v e i l l a n c e

港 湾 ・ 国 境 課
S u b  Ｄ ｉ ｔ .  H e a l t h  o f
H r a b o u r  a n d  B o r d e r

A r e a

予 防 免 疫 課
S u b  Ｄ ｉ ｔ .  Im m u n i z a t i o n

巡 礼 課
S u b  Ｄ ｉ ｔ .  Ｐ ｉ ｌ ｇ ｒ ｉm

H e a l t h

移 住 課
S u b  Ｄ ｉ ｔ .

T r a n s m ig r a t i o n

州 政 府 　 L o c a l  G o v e n m e n t

州 保 健 局
P r o v in c i a l  H e a l t h  D e p a r t m e n t

郡 保 健 局
Ｄ ｉｓ ｔ ｒ ｉ ｃ ｔ  H e a l t h  D e p a r t m e n t

保 健 セ ン タ ー
Ｐ ｕ ｓ ｋ ｅ ｓ ｍ ａ ｓ

総 合 保 健 ポ ス ト
Ｐ ｏ ｓ ｉａ ｎ ｄ ｕ
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2-1-2 財政・予算 

「イ」国の保健省予算および EPI 予算を表 2－1に示す。 

表 2-1 「イ」国の保健予算 

（単位：100 万ルピア, レート : 百万ルピア=12,700 円, 2005 年 2 月） 

 2002 年 2003 年 2004 年 

国家予算 217,258,500 250,714,100 253,943,100

保健省予算 3,530,471 4,120,536 4,418,000

国家予算に占める割合 1.6% 1.6% 1.7%

EPI 総予算 279,297 257,085 260,086

保健省予算に占める割合 7.9% 6.2% 5.9%

EPI 予算は経常的に確保されており、全国予防接種キャンペーンの支援は WHO や WB も支援していること

から本計画の実施に支障はない。 

 

2-1-3 技術水準 

「イ」国では乳幼児の定期予防接種率はすべて 80%を越えており予防接種実施場所である保健センターや

総合保健ポストの職員はすでに充分な経験がある。また、これまでキャンペーンでの使用が主であった AD

注射器の使用が今年度から定期接種に対しても全国的に開始されることになり、GAVI と WHO の支援による

職員のトレーニングがすでに開始されているため、Ad 注射器の使用上の問題もない。 

 保健センターには平均的に 1 名の医師、1 名の歯科医師、2 名の助産師、2～3 名の看護師、2～3 名の

事務が配属され、入院用ベッドも設置されている。しかし、総合保健ポストには助産師か看護師 2～3名の

職員しか配属されていないため、治療行為は行われていない。各州保健局には 6 年間の医学教育を受けた

医師や歯科医師に加えて 4 年の大学院レベルを卒業したスペシャリスト医師や 2 年の追加教育を受けたス

ペシャリスト歯科医師、4年間の教育をうけた薬剤師、助産師、看護師、薬剤師助手、技師、その他事務員

など 400 名近いスタッフが予防接種活動を支援している。また、コールドチェーンの維持管理は 6 名程度

の専属の技師や事務員が担当しており、UNICEF によるメンテナンス指導が行われている。以上より職員の

予防接種技術に問題はないと考えられる。 
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各保健センター、総合保健ポストでの予防接種キャンペーンの実施能力については、保健省のデータに

より 2002 年にわが国が調達支援したワクチンおよび注射器の消費量、接種人数などを確認できたこと、サ

イト調査により 2004 年のキャンペーン実施予算が確保されており、キャンペーンもすでに終了したことを

確認できたことから、その実施能力には問題がないと考えられる。 

 

2-1-4 既存施設・機材 

保健省は中央倉庫も、ワクチン保管用コールドルームも保有していない。従って、保健省が調達した資

機材のすべては各州保健局の倉庫へ直接搬入され管理される体制である。表 2-2 に CDC に報告された州保

健局のコールドルームの保有状況を示す。「イ」国では原則としてワクチン等の保管用として州保健局には

大容量のコールドルームが、県保健局や保健センターの各レベルには冷蔵庫及び冷凍庫が設置されている。

場所によっては県保健局にコールドルームが設置されている場合もあり、アチェ州のようにコールドルー

ムを保有しない州では、冷蔵庫（アチェ州では 7 台）で対応し、長期保管せず受領後すぐに県保健局や病

院に配布する体制をとっているところもある。 

州保健局は、県保健局や管轄内の病院および保健センターへ資機材を定期的に配布し、各機関の使用実

績を取りまとめて保健省への発注を行っている。特にコールドルームや冷蔵庫に保管する必要があるワク

チンについては、特別な体制をとっている。保健省は国内年間必要ワクチン量を各予防接種場所（病院、

保健センターや総合保健ポストなど）におけるワクチン使用実績に基づいて算出し、国営のワクチンメー

カーであるビオファルマ社とワクチン供給契約を結ぶ。各州保健局は必要に応じてビオファルマ社に連絡

して、必要量をビオファルマ社から直接入手することになっている。各州には原則としてコールドルーム

が設置されているものの、その多くは 1996 年に設置されたもので容量も少ないため、ワクチンを一度に大

量に保管することが不可能な状況であることから、各州保健局は県保健局に必要ワクチンを供給後、その

出庫数量を補う形でビオファルマ社に少量発注するシステムが確立されている。各州保健局は原則週に 1

回、場合によっては週に 2～3回ビオファルマ社に発注しており、このワクチンの少量かつ複数回の配布体

制により、限られたコールドルームの容量でも在庫不足を招くことなく、またワクチンの効果を失なわせ

ることなく末端の施設まで必要なワクチンの配布が可能となっている。 
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表 2-2 州別コールドルーム保有状況 

台数 容量（m
3
） 台数 容量（m

3
）

1 アチェ 0 0 0 0
2 北スマトラ 2 7.6, 11 0 0
3 西スマトラ 1 7.6 0 0
4 リアウ 1 11 0 0
5 ジャンビ 1 12 0 0
6 南スマトラ 2 7.6, 11 0 0
7 バンカビリトゥン 1 17.6 0 0
8 ベングクル 1 25.3 0 0
9 ランプーン 1 11 0 0
10 西ジャワ 2 11, 35.9 1 11
11 バンテン 1 11 0 0
12 ジャカルタ 1 7.6 0 0
13 中央ジャワ 2 35.9, 11 1 11
14 ジョグジャカルタ 1 10.2 0 0
15 東ジャワ 2 35.9, 10.2 1 35.9
16 西カリマンタン 1 12 0 0
17 中部カリマンタン 1 12 0 0
18 南カリマンタン 1 12 0 0
19 東カリマンタン 1 11 0 0
20 北スラウェシ 1 11 0 0
21 ゴロンタロ 0 0 0 0
22 中部スラウェシ 1 12 0 0
23 南スラウェシ 2 7.6, 11 0 0
24 東南スラウェシ 1 25.3 0 0
25 バリ 1 25.3 0 0
26 西ヌサトゥンガラ 1 17.6 0 0
27 東ヌサトゥンガラ 1 12.6 0 0
28 モルッカ 0 0 0 0
29 北モルッカ 0 0 0 0
30 パプア 1 12 0 0
31 西イリアンジャヤ 0 0 0 0

NO. 州
冷蔵室 冷凍室

 

コールドルームや冷蔵庫などの温度管理や点検も専門の職員によって正しくなされており、本プロジェ

クトで調達される麻疹ワクチンや破傷風ワクチンの保管に問題はない。総合保健ポストには保冷設備は無

いが、予防接種実施時には、保健センターから保冷剤を詰めたワクチンキャリアでワクチンが運ばれるた

め特に保管上、実施上の問題はない。 

 

2-2 プロジェクト・サイト及び周辺の状況  

2-2-1 関連インフラの整備状況 

「イ」国は島嶼国であるが、各州保健局及び保健センターまでの資機材の輸送に必要な港湾設備、空港、

道路、電気等のインフラは整備されており、本計画の資機材調達に問題はない。 
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2-2-2 自然条件 

「イ」国の国土面積は約 189 万 km2 で、日本の約 5倍の面積を有し、人口 2.38 億人（2004 年）となって

いる。北は南シナ海、東は太平洋、南と西はインド洋に面し、広大な海域（東西約 5,110km、南北約 1,888km）

に大小あわせて約 18,110 の島々から構成されている。 

 赤道をまたぐ「イ」国は、高温多湿で、風の少ない熱帯性の気候である。11～3 月が雨期で、6～10 月

が乾期になる。年間降水量は低地で 1,800～3,200mm、山岳地域では 6,100mm に達するところもある。スマ

トラとカリマンタンの低地での降水量は 3,050mm～3,700mm である。また、降水量は南に行くほど、つまり

北西オーストラリアの砂漠に近づくほど減少する。なお、平均湿度は 82%である。 

 「イ」国の年平均気温は約 25～27℃（海抜 0m）である。ジャカルタの年平均気温は 26℃で、年間の降

水量は 2,000mm である。 

  

2-2-3 その他 

 本計画が直接サイトおよびその周辺環境に悪影響を及ぼす惧れはない。AD 注射器の廃棄は一部施設で

は焼却炉も使われているが、大半は施設内の空き地に掘った穴の中でセーフティーボックスを焼却し、満

杯になった後に穴を埋め戻している。 
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第 3章 プロジェクトの内容 

 

3-1 プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、EPI5 カ年計画に基づく新生児破傷風制圧および麻疹対策に資するため、「イ」国の中で最も

新生児破傷風の危険性が高く、かつ未だ予防接種が充分行われていない地域、及び麻疹キャンペーンがまだ実

施されていない地域の小学校においてキャンペーン実施に必要な機材であるワクチン、注射器、セーフティボック

スを調達するものである。 

本計画の実施は、「イ」国計画の目標達成を支援し、上位計画である「国家開発計画」を支援するとともに、「イ」

国における保健指標の改善と地域住民の健康増進に貢献するものである。 

 

3-2 協力対象事業の基本設計 

3-2-1 設計方針 

（1） 基本方針 

   本無償資金協力は「イ」国の麻疹キャンペーンおよび新生児破傷風キャンペーンの実施に資するた

め、ワクチンおよび関連機材を調達する資金を提供しようとするものであるが、「イ」国からは新生児破傷

風キャンペーンへの 2 年間の協力が要請された。「イ」国計画は、2005 年、2006 年の 2 年間ですべての新

生児破傷風発生危険が高い地域に対し破傷風ワクチンの追加接種を実施し、制圧宣言を行うことを予定し

ていることから、2年間の機材支援が妥当であると考えられる。従って、本計画では 2年間を協力対象期間

とする。 

1) 対象地域および施設 

① 新生児破傷風制圧 

UNICEF はハイリスク県の中のハイリスク村を対象として 2003 年､2004 年と新生児破傷風キャンペー

ンを行った。UNICEF は Elimination（制圧）を目的としてワクチン接種を行い、その結果、新生児破傷

風の発生数が 1 年間に 4500 症例以下となった時に、新生児破傷風を制圧したと評価する方法をとって

いる。「イ」国ではすでに、1年間に 270 症例であると UNICEF は推定していることから、UNICEF は 2005
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年末には制圧宣言が可能であると推定している。 

一方、保健省は Mortality reduction（死亡者数減少）を目的としており、新生児の破傷風罹患率が

1000 人当たり 1人に減じることを指標とし、そのために、2005 年と 2006 年の 2年間で UNICEF がキャン

ペーンを実施しなかったハイリスク県（2002 年にミディアムリスク県やロウリスク県から再評価された

県）、ミディアム県、ロウリスク県それぞれのハイリスク村の CBAW を TT３接種状態にすることを達成目

標としている。 

以上の背景から 2005 年度対象地域は 2002 年に新たにハイリスクと評価された県（23 県）内のハイリ

スク村とミディアムリスク県（35 県）のハイリスク村を加えた 19 州 58 県の 6,602 村とし、2006 年度対

象地域は 2002 年にロウリスクと評価された 26 州 139 県のハイリスク村（4,460 村）とする。 

②麻疹対策 

「イ」国保健省は 2000 年から麻疹追加接種キャンペーンを計画し、これまでに 2002 年に 2 州、2003

年に 4州、2004 年に 8州の、計 14 州において実施しており、2005 年に無償資金協力対象の残り 16 州に

対して追加接種を行えば、現時点でほぼ 95%以上の小学校児童に対して 1回目接種を、約 90%の児童に対

して2回目接種を完了したことになると推定している。また、90%の 2回目接種を完了することによって、

WHO の推奨する 9カ月児と小学校入学時の麻疹定期 2回接種を導入する条件が整うことになる。 

当初要請では、23 州の小学生を対象とされていたが、調査の結果、2004 年の時点で既に 14 州の小学

生について追加キャンペーンが実施済みであることが確認された。したがって、本計画では残り 16 州の

小学生を対象とする。 

 

2）調達品目 

当初要請内容は、2005 年に実施予定の新生児破傷風キャンペーンおよび麻疹キャンペーン用ワクチン、

麻疹ワクチンの溶解液を注入するために使用するディスポーザブル注射器、ワクチン接種用のオートディ

スエイブル注射器（以下 AD 注射器 13）、使用済み注射器を回収し焼却処理するために使用されるセーフテ

                                                 

13 AD 注射器；Autodisable 注射器、オートディスエーブル注射器：血液で汚染された注射器を再利用することにより感染するHIVや B

型肝炎を防止するため、一度利用すると留め金やフィルターが働き再利用ができなくなる使い捨て注射器。 
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ィボックスの 5 種類の機材であったが、調査中に「イ」国側から使用済み注射器から針を切断除去するた

めの注射針用カッターと 2006 年の新生児破傷風キャンペーン用機材の調達支援について追加要請された。

しかしながら、①注射針用カッターで切断した後の使用済み注射針の廃棄方法が明確でないこと、②「イ」

国が説明している注射針除去後の注射筒の溶融処理方式の導入についても、未だパイロットスタディの段

階で最終結論がでていないこと、③WHO が現在推奨しているのは焼却処理であり、注射針用カッターの使用

および溶融処理への変更を公式に奨励していないことなどから対象外とした。 

 その他の機材は、WHO が推奨する EPI 計画および安全な注射を実施するための標準機材であり、適切で

あると判断される。当初要請とミニッツ時、本計画の機材内容を表 3-1 に示す。 

表 3-1 機材内容 

当初要請機材リスト 本計画 

1 破傷風ワクチン（2005 年分） 1
破傷風ワクチン 

（2005 年および 2006 年分） 

2 麻疹ワクチン(2005 年分) 2 麻疹ワクチン（2005 年分） 

3 AD注射器（〃） 3
AD注射器 
（2005 年および 2006 年分） 

4 ディスポーザブル注射器（〃）4
ディスポーザブル注射器 

（2005 年分） 

5 セーフティボックス５L（〃） 5
セーフティボックス５L 

（2005 年および 2006 年分） 

 

3）調達数量 

本計画は WHO の EPI 計画の指針に準拠して「イ」国保健省が策定した機材調達方針に基づき算定した。

以下に算定方法を示す。 

[算出方法] 

破傷風ワクチン予防接種の対象人口は、2000 年の国勢調査に準拠した州別人口に、「イ」国における CBAW

数の公式推測値の 22％をかけて算出したものである。2005 年の対象人口合計はハイリスク県及びミディア

ムリスク県（総数 19 州 59 県）のハイリスク村（6,602 村）の CBAW は 3,649,112 人であり、2006 年の対象

は、ロウリスク県（27 州 139 県）のハイリスク村（4,460 以上）の CBAW で、3,828,202 人となる。 
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麻疹の対象は、16 州の小学校に在籍する全ての小学生（1年から 6年生）で、その人口は 16,625,958 人

である。 

 算出方法は、各州の対象人口に対し必要な機材数量を以下の様に算出し、最少包装単位（ワクチンは 10

バイアル、注射器類およびセーフティボックスは 100）で調整した。 

・破傷風ワクチン（バイアル 1本あたり 10 ドース含有製品） 

調達数（バイアル）＝対象人口（CBAW）×2回接種 14×損失係数 15(1.3)÷10 

・麻疹ワクチン（バイアル 1本あたり 10 ドース含有製品） 

調達数（バイアル）＝対象人口（小学校生徒）×1回接種×損失係数（1.176）÷10 

・AD 注射器（100 単位に調整） 

（破傷風） 調達数＝対象人口（CBAW）×2回接種×予備係数 16(1.1) 

   （麻疹） 調達数＝対象人口×予備係数(1.1) 

・ディスポーザブル注射器（麻疹のみ） 

調達数＝麻疹ワクチンのバイアル数(最少包装数で 100 本単位に調整) 

・セーフティーボックス（1箱に 100 本回収可能） 

調達数＝{AD 注射器（破傷風＋麻疹）＋ディスポーザブル注射器}÷100 

以上の算定経過を表 3-2、3-3、3-4 に示す。 

                                                 

14小学校で、DTおよび TTを各 1回接種されているため、全員を少なくともTT１の状態であると想定して、TT３達成に必要なTTワクチ

ン接種回数を2回とした。 
15損失係数：使用中のロス、コールドチェーンの不備による失活や輸送中の破損・遺失などによる廃棄分を割り増して見込む割増率。破

傷風ワクチンの損失率は23%と評価されており、WHOの計算式で100/(100-23)=1.31 から「イ」国保健省は1.3を損失係数としている同

様に、麻疹ワクチンは15%の損失率で、100/(100-15)=1.176 が係数として使用されている。 
16 実際のワクチンの損失率が見込みを下回った場合でも、ワクチンを無駄なく利用できるよう、注射器の調達数量に予備率を見込んでい

る。これまでの実績から予備率を10%と見込んでおり、予備係数は100/(100-10)≒1.1とする。 
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表 3-2 2005 年(I 期)新生児破傷風キャンペーン関連機材の州別調達数量算定表 

②ﾜｸﾁﾝ ③AD注射器 ④ｾｰﾌﾃｨｰ
(ﾊﾞｲｱﾙ) 0.5ml ﾎﾞｯｸｽ

①×2×1.3/10 ①×2×1.1 ③/100
1 アチェ 191,600 49,816 421,520 4,215
2 北スマトラ 26,165 6,803 57,563 576
3 西スマトラ - - - -
4 リアウ 29,519 7,675 64,942 649
5 ジャンビ 29,953 7,788 65,897 659
6 南スマトラ - - - -
7 バンカビリトゥン - - - -
8 ベングクル 96,816 25,172 212,995 2,130
9 ランプーン - - - -
10 西ジャワ 1,613,251 419,445 3,549,152 35,492
11 バンテン 110,462 28,720 243,016 2,430
12 中央ジャワ - - - -
13 東ジャワ 256,525 66,697 564,355 5,644
14 西カリマンタン 206,619 53,721 454,562 4,546
15 中部カリマンタン 34,199 8,892 75,238 752
16 南カリマンタン 8,994 2,338 19,787 198
17 東カリマンタン 122,250 31,785 268,950 2,690
18 北スラウェシ 6,076 1,580 13,367 134
19 中部スラウェシ 208,125 54,113 457,875 4,579
20 南スラウェシ 313,365 81,475 689,403 6,894
21 東南スラウェシ 116,010 30,163 255,222 2,552
22 西ヌサトゥンガラ 21,364 5,555 47,001 470
23 モルッカ 103,181 26,827 226,998 2,270
24 パプア 154,638 40,206 340,204 3,402

計 3,649,112 948,769 8,028,046 80,280

①対象人口
(CBAW)

No. 州

 
表 3-3 2005 年(I 期)麻疹キャンペーン関連機材の州別調達数量算定表 

②ﾜｸﾁﾝ ③AD注射器 ④ﾃﾞｨｽﾎﾟｰｻﾞﾌﾞﾙ ⑤ｾｰﾌﾃｨｰ

(ﾊﾞｲｱﾙ) 0.5ml 注射器5ml ﾎﾞｯｸｽ

②×1.176/10 ①×1.1 =② (③+④)/100

1 アチェ 497,077 58,456 546,785 58,480 6,053
2 北スマトラ 2,359,909 277,525 2,595,900 277,636 28,735
3 西スマトラ 719,041 84,559 790,945 84,593 8,755
4 リアウ 625,114 73,513 687,625 73,543 7,612
5 ジャンビ - - - - -
6 南スマトラ 1,260,942 148,287 1,387,036 148,346 15,354
7 バンカビリトゥン 164,688 19,367 181,157 19,375 2,005
8 ベングクル - - - - -
9 ランプーン 1,303,786 153,325 1,434,165 153,387 15,876
10 西ジャワ - - - - -
11 バンテン 920,955 108,304 1,013,051 108,348 11,214
12 中央ジャワ 2,393,179 281,438 2,632,497 281,550 29,140
13 東ジャワ 3,242,409 381,307 3,566,650 381,460 39,481
14 西カリマンタン 579,414 68,139 637,355 68,166 7,055
15 中部カリマンタン 244,146 28,712 268,561 28,723 2,973
16 南カリマンタン 516,766 60,772 568,443 60,796 6,292
17 東カリマンタン 305,715 35,952 336,287 35,966 3,723
18 北スラウェシ - - - - -
19 中部スラウェシ - - - - -
20 南スラウェシ 1,322,488 155,525 1,454,737 155,587 16,103
21 東南スラウェシ - - - - -
22 西ヌサトゥンガラ - - - - -
23 モルッカ - - - - -
24 パプア 170,329 20,031 187,362 20,039 2,074

計 16,625,958 1,955,213 18,288,554 1,955,995 202,445

①対象人口
(小学生)

No. 州
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表 3-4 2006 年(II 期)新生児破傷風キャンペーン機材の州別調達量算定表 

②ﾜｸﾁﾝ ③AD注射器 ④ｾｰﾌﾃｨｰ

(ﾊﾞｲｱﾙ) 0.5ml ﾎﾞｯｸｽ

①×2×1.3/10 ①×2×1.1 ③/100

1 アチェ 46,432 12,072 102,150 1,022
2 北スマトラ 153,290 39,855 337,238 3,372
3 西スマトラ 3,577 930 7,869 79
4 リアウ 29,365 7,635 64,603 646
5 ジャンビ 3,049 793 6,708 67
6 南スマトラ 25,989 6,757 57,176 572
7 バンカビリトゥン 13,240 3,442 29,128 291
8 ベングクル 58,237 15,142 128,121 1,281
9 ランプーン 200,369 52,096 440,812 4,408
10 西ジャワ 608,295 158,157 1,338,249 13,382
11 バンテン 140,074 36,419 308,163 3,082
12 中央ジャワ 646,862 168,184 1,423,096 14,231
13 ジョグジャカルタ 187,466 48,741 412,425 4,124
14 東ジャワ 718,607 186,838 1,580,935 15,809
15 西カリマンタン 42,802 11,129 94,164 942
16 中部カリマンタン 41,592 10,814 91,502 915
17 南カリマンタン 48,584 12,632 106,885 1,069
18 北スラウェシ 130,049 33,813 286,108 2,861
19 ゴロンタロ 8,812 2,291 19,386 194
20 中部スラウェシ 81,183 21,108 178,603 1,786
21 南スラウェシ 111,696 29,041 245,731 2,457
22 バリ 88,695 23,061 195,129 1,951
23 西ヌサトゥンガラ 212,554 55,264 467,619 4,676
24 東ヌサトゥンガラ 87,615 22,780 192,753 1,928
25 モルッカ 134,532 34,978 295,970 2,960
26 パプア 5,236 1,361 11,519 115

計 3,828,202 995,333 8,422,044 84,220

No. 州 ①対象人口(CBAW)

 

以上の結果から最小包装単位で切り上げた最終的な機材調達量を表 3-5、3-6、3-7 に示す。 
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表 3-5 2005 年(I 期)新生児破傷風及び麻疹キャンペーン関連機材の州別調達数量 

破傷風 麻疹 AD ﾃﾞｨｽﾎﾟｰｻﾞﾌﾞﾙ

ﾜｸﾁﾝ ﾜｸﾁﾝ 注射器 注射器

(ﾊﾞｲｱﾙ) (ﾊﾞｲｱﾙ) 0.5ml 5ml

1 アチェ 49,820 58,480 968,400 58,500 10,300
2 北スマトラ 6,810 277,640 2,653,500 277,700 29,400
3 西スマトラ - 84,600 791,000 84,600 8,800
4 リアウ 7,680 73,550 752,600 73,600 8,300
5 ジャンビ 7,790 - 65,900 - 700
6 南スマトラ - 148,350 1,387,100 148,400 15,400
7 バンカビリトゥン - 19,380 181,200 19,400 2,100
8 ベングクル 25,180 - 213,000 - 2,200
9 ランプーン - 153,390 1,434,200 153,400 15,900
10 西ジャワ 419,450 - 3,549,200 - 35,500
11 バンテン 28,730 108,350 1,256,100 108,400 13,700
12 中央ジャワ - 281,550 2,632,500 281,600 29,200
13 東ジャワ 66,700 381,460 4,131,100 381,500 45,200
14 西カリマンタン 53,730 68,170 1,092,000 68,200 11,700
15 中部カリマンタン 8,900 28,730 343,800 28,800 3,800
16 南カリマンタン 2,340 60,800 588,300 60,800 6,500
17 東カリマンタン 31,790 35,970 605,300 36,000 6,500
18 北スラウェシ 1,580 - 13,400 - 200
19 中部スラウェシ 54,120 - 457,900 - 4,600
20 南スラウェシ 81,480 155,590 2,144,200 155,600 23,000
21 東南スラウェシ 30,170 - 255,300 - 2,600
22 西ヌサトゥンガラ 5,560 - 47,100 - 500
23 モルッカ 26,830 - 227,000 - 2,300
24 パプア 40,210 20,040 527,600 20,100 5,500

計 948,870 1,956,050 26,317,700 1,956,600 283,900

ｾｰﾌﾃｨｰﾎﾞｯｸｽNo. 州

 

表 3-6 2006 年(II 期)新生児破傷風キャンペーン関連機材の州別調達数量 

破傷風 AD 

ﾜｸﾁﾝ 注射器 ｾｰﾌﾃｨﾎﾞｯｸｽ

(ﾊﾞｲｱﾙ) 0.5ml

1 アチェ 12,080 102,200 1,200
2 北スマトラ 39,860 337,300 3,800
3 西スマトラ 940 7,900 100
4 リアウ 7,640 64,700 800
5 ジャンビ 800 6,800 100
6 南スマトラ 6,760 57,200 700
7 バンカビリトゥン 3,450 29,200 400
8 ベングクル 15,150 128,200 1,500
9 ランプーン 52,100 440,900 4,900
10 西ジャワ 158,160 1,338,300 14,800
11 バンテン 36,420 308,200 3,400
12 中央ジャワ 168,190 1,423,100 15,700
13 ジョグジャカルタ 48,750 412,500 4,600
14 東ジャワ 186,840 1,581,000 17,400
15 西カリマンタン 11,130 94,200 1,100
16 中部カリマンタン 10,820 91,600 1,100
17 南カリマンタン 12,640 106,900 1,200
18 北スラウェシ 33,820 286,200 3,200
19 ゴロンタロ 2,300 19,400 300
20 中部スラウェシ 21,110 178,700 2,000
21 南スラウェシ 29,050 245,800 2,800
22 バリ 23,070 195,200 2,200
23 西ヌサトゥンガラ 55,270 467,700 5,200
24 東ヌサトゥンガラ 22,780 192,800 2,200
25 モルッカ 34,980 296,000 3,300
26 パプア 1,370 11,600 200

計 995,480 8,423,600 94,200

No. 州
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表 3-7 機材調達量 

2005 年 2006 年 
No. 品目 

対象州数 数量 対象州数 数量 

1 破傷風ワクチン 19 948,870 バイアル 26 995,480 バイアル

2 麻疹ワクチン 16 1,956,050 バイアル - - 

3 AD 注射器 24 26,317,700 本 26 8,423,600 本 

4 ディスポーザブル注射器 16 1,956,600 本 - - 

5 セーフティボックス 24 283,900 箱 26 85,400 箱 

（2） 自然条件に対する方針 

「イ」国には中央倉庫がないことから機材引渡しは各州保健局倉庫となるため、地理的状況や機材の温度管理の

必要性を考慮しつつ、陸上および海上輸送、空輸を適宜選択する。 

 

（3） 実施機関の運営、維持管理能力に対する対応方針 

 各機材の使用方法についてはすでに UNICEF や WHO によって充分なトレーニングが実施されており、その使

用、維持管理に問題はない。 

  

（4） 工法／調達方法、工期に係る方針 

本プロジェクトにかかる据付工事はない。 

 

3-2-2 基本計画 

（1） 機材計画 

   機材の内容と規模を表 3-8、3-9 に示す。 

表 3-8 2005 年(I 期)の内容・規模 

No. 機　材　名 仕　様 目的 機材水準 数量

1 麻疹ワクチン
乾燥弱毒性麻疹ワクチン
1バイアル当たり10ドース、0.5ml/ドース

予防接種キャンペーン用
WHO事前認証
品

1,956,050 ﾊﾞｲｱﾙ

2 破傷風ワクチン
破傷風トキソイドワクチン、
1バイアル当たり10ドース、0.5ml/ドース

予防接種キャンペーン用
WHO事前認証
品

948,870 ﾊﾞｲｱﾙ

3 オートディスエーブル注射器
オートディスエイブルロック、0.5ｍｌ用
２３G×２５ｍｍ　固定式、キャップ付き、

麻疹、破傷風ワクチン接種用
WHO/UNICEF
基準E8/DS.1 26,317,700 本

4 ディスボーザブル注射器
滅菌済み、使い捨て注射器、５ｍｌ用
２１G×２５ｍｍ

麻疹ワクチン（凍結乾燥）の溶
解

ISO9000シリー
ズ準拠

1,956,600 本

5 セーフティボックス 5リットル、カートンまたは再生ボール紙
使用済み注射器の廃棄・焼却
用

WHO/UNICEF
基準E10/IC.2

283,900 個
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表 3-9 2006 年(II 期)の内容・規模 

 

（2） 各機材の配備 

「イ」国には中央倉庫がないため、機材の引渡し地は各州保健局倉庫となるが、各州保健局が州内での保管、

配布および維持管理に責任をもち、すでに確立された EPI 機材配布ルートを利用して本調達機材を各機材の

最終使用施設（予防接種場所）に配布する。表 3-10に最終使用施設数（保健センターおよび小学校）を示す。 

表 3-10 対象州別予防接種実施場所数 

(2000年現在）

No. 州 県数 保健センター数 小学校数

1 アチェ 13 218 3,814
2 北スマトラ 19 395 9,828
3 西スマトラ 15 67 4,145
4 リアウ 15 147 3,758
5 ジャンビ 10 124 2,484
6 南スマトラ 10 272 3,270
7 バンカビリトゥン 0 0 0
8 ベングクル 4 112 1,512
9 ランプーン 10 202 4,981
10 西ジャワ 22 954 23,595
11 バンテン 6 159 4,345
12 ジャカルタ 5 329 3,664
13 中央ジャワ 34 853 25,744
14 ジョグジャカルタ 5 126 1,905
15 東ジャワ 37 928 26,996
16 西カリマンタン 8 191 4,259
17 中部カリマンタン 6 132 2,408
18 南カリマンタン 10 188 3,448
19 東カリマンタン 7 155 1,762
20 北スラウェシ 5 101 2,198
21 ゴロンタロ 3 65 836
22 中部スラウェシ 5 129 1,718
23 南スラウェシ 24 346 7,821
24 東南スラウェシ 5 130 1,750
25 バリ 9 112 2,712
26 西ヌサトゥンガラ 7 121 6,748
27 東ヌサトゥンガラ 14 4070 4,195
28 モルッカ 5 112 1,883
29 北モルッカ 3 47 918
30 パプア 13 2063 2,093
31 西イリアンジャヤ 0 0 0

329 12,848 164,790計  

No. 機　材　名 仕　様 目的 機材水準 数量

1 破傷風ワクチン
破傷風トキソイドワクチン、
1バイアル当たり10ドース、0.5ml/ドース

予防接種キャンペーン用
WHO事前認証
品

995,480 ﾊﾞｲｱﾙ

2 オートディスエーブル注射器
オートディスエイブルロック、0.5ｍｌ用
２３G×２５ｍｍ　固定式、キャップ付き、

麻疹、破傷風ワクチン接種用
WHO/UNICEF
基準E8/DS.1 8,423,600 本

3 セーフティボックス 5リットル、カートンまたは再生ボール紙
使用済み注射器の廃棄・焼却
用

WHO/UNICEF
基準E10/IC.2

85,400 個
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3-2-3 調達計画 

 （1）調達方針 

機材の調達国は日本、「イ」国および第三国とし、一般競争入札方式により日本法人を契約者として実施され

る。第三国調達品については、主に船積前検査を第三者検査機関に委託して行うが、品質管理の必要なワク

チンについては調達監理者の船積み前および引渡し前検査を実施する。 

 

 （2）調達上の留意事項 

「イ」国では、州保健局倉庫に設置されているコールドルームの容量が小さいため、ワクチンが県保健局ある

いは予防接種実施場所（保健センター）へ配布された後、必要量を少量づつ頻繁に補充する体制が定着して

いる。そのため、本計画によるワクチン配布についても、その点を考慮し調達量を一度に輸送せず、週単位を

基準とした納入をせざるを得ない。 

また、これまで「イ」国ではキャンペーン対象ワクチンはすべて自国製品を使用してきた経緯があり、

輸入ワクチンの使用は前もって国家食品医薬品庁（NADFC）において検定をうけ、登録し、使用許可

を得る必要がある。しかしながら、2002年に UNICEFが第三国製品ワクチンをキャンペーンに使用し

ようとしたところ、使用許可を得るまでに 1年以上経過し、ワクチンの使用期限が切れたため大量に破

棄した事例が報告されている。 

加えて、キャンペーンの実施は 7月からラマダンに入る前の 9月末までの計画であり、短期間に 24

州あるいは 26州と広い範囲が対象であることから、「イ」国の地理、輸送状況を周知した輸送業者によ

る輸送が必要である。しかし、温度管理を必要とする保冷車やコールドルームを保有する輸送業者はな

く、「イ」国内での借り受けも不可能なため、ワクチンの温度管理、週渡し輸送、地理的状況を熟知し

ている現地ワクチン製造メーカーからの調達が不可欠である。 

なお、ワクチンについては、引渡し前検査も速やかに行うなど機材の品質に影響を与えないよう留意

するとともに、第三国からの調達品については、速やかに税関通過が行われ、最終仕向地である各州保

健局へ輸送できるようインドネシア側の配慮が望まれる。 
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 （3）調達・据付区分 

 「イ」国とわが国の調達・施工区分を表３－11 に示した。本プロジェクトでは据付工事は発生しない。 

表 3-11 施工区分 

区分 内容 

日本 
機材の調達 

引渡し地（各州保健局倉庫）までの機材輸送 

「イ」国 引渡し地（各州保健局倉庫）から対象施設への機材配布 

 

 （4）調達監理計画 

調達機材の「イ」国における検収・引渡し業務のため、機材の納入時期に合わせて調達業者 1名を現地調管

理者として派遣する。 

 

（5）資機材等調達計画 

表 3-12 調達資機材の調達先 

2005 年(I 期) 

 

2006 年(II 期) 

資　機　材　名 調　　達　　先 備考

現地 日本 第三国

[資　材]

[機　材]

1 破傷風ワクチン ○

2 オートディスエーブル注射器 ○

3 セーフティボックス ○

割合（％） 56.65% 0.00% 43.35%

資　機　材　名 調　　達　　先 備考

現地 日本 第三国

[資　材]

[機　材]

1 麻疹ワクチン ○

2 破傷風ワクチン ○

3 オートディスエーブル注射器 ○

4 ディスボーザブル注射器 ○

5 セーフティボックス ○

割合（％） 63.90% 5.92% 30.17%
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  (6) 実施工程 

 本計画で予定される工程は、実施設計に 6カ月、調達監理に 6カ月を要し、合計 12 カ月が必要となる

（表３－１３）。そして、日本および第三国から調達する場合は、ジャカルタ港での陸揚げの後、国内調

達品を含め、全品対象州保健局倉庫まで日本側負担にて納入する。 

なお、本計画での日本側の最終仕向け地は上記の各州保健局倉庫までとし、その後の県保健局および保

健センター、あるいは保健ポストへの配布については､必要に応じて｢イ｣国側が実施するものである。 

 

表 3-13 実施工程表 

2005年(I期) 

全体工期（E/Nから引渡しまで） ：１２カ月 

E/Nより業者契約まで ：６カ月 

納期（業者契約から引渡しまで） ：６カ月 

 

 

 

通算月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
交換公文調印（E/N) ▼
コンサルタント契約 ▼

計画内容最終確認

入札図書作成

　図書承認

実施設計 ▼ 入札公示

（約６カ月） 現説、図渡し
全

▼

入札評価
期

▼ 業者契約

業者打合せ等

機材製造・調達

　　　　出荷前検査等

調達監理 　第三者機関機材照合検査

（約６カ月） 　機材輸送

検収・引渡し

現地作業 国内作業 第三国作業
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2006年(II期) 

全体工期（E/Nから引渡しまで） ：１２カ月 

E/Nより業者契約まで ：６カ月 

納期（業者契約から引渡しまで） ：６カ月 

 

 

3-3 相手国側分担事業の概要 

本プロジェクトを実施する上で、「イ」国側が負担すべき事項は以下のとおりである。 

① 調達機材の適切な運営・維持管理に必要な予算措置をとり、人員を確保すること。 

② 調達機材の保管に必要な倉庫を確保すること。とくにワクチンの品質維持に努め、適切に保管管

理すること。 

③ 各州保健局から最終仕向け地への配布を適切に行うため、保健省は受け入れ先関係者（県保健局

および保健センター）との綿密な連携を図ること。 

通算月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
交換公文調印（E/N) ▼
コンサルタント契約 ▼

計画内容最終確認

入札図書作成

　図書承認

実施設計 ▼ 入札公示

（約６カ月） 現説、図渡し
全

▼

入札評価
期

▼ 業者契約

業者打合せ等

機材製造・調達

　　　　出荷前検査等

調達監理 　第三者機関機材照合検査

（約６カ月） 　機材輸送

検収・引渡し

現地作業 国内作業 第三国作業
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

保健省には中央倉庫がなく、ワクチン保管用コールドルームも保有していない。従って、すべての機材

は各州保健局の倉庫が管理し、県保健局や病院、保健センターへの配布を担当している。 

各州保健局には原則としてコールドルームが設置されているものの、ワクチンを一度に大量に保管する

ことが不可能な状況であるため、各州保健局は県保健局に必要ワクチンを供給後、出庫数量を補う形でビ

オファルマ社に発注するシステムが確立されている。 

各保健センター、総合保健ポストでの予防接種キャンペーンの実施能力については、保健省のデータに

より 2002 年にわが国が調達支援したワクチンおよび注射器の消費量、接種人数などを確認できたこと、サ

イト調査により 2004 年のキャンペーン実施予算が確保されており、キャンペーンもすでに終了したことを

確認できたことから、その実施能力には問題がないと考えられる。 

以上のように本計画で調達される機材は、現行の「イ」国の実施体制を最大限活用し、運営・監理され

る。機材は CDC 監督のもとに配布され、いずれの施設においても保管システムは整備され、良好な状態で

使用されている。本計画で調達される品目についても、州保健局倉庫から保健センター、保健ポストに配

布されるもので配布体制、維持管理に問題はない。 

 

3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、(I期)8.98億円、(II期)2.05億円、合計11.03

億円となる。日本と「イ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記(3)に示す積算条件によれば、

次のとおりと見積もられる。 
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（１） 日本側負担経費 

2005 年(I 期)概算総事業費  約 898 百万円 

費目 概算事業費(百万円) 

機材費 882

実施設計・調達監理 16

合計 898

注) 為替レート 1US＄=110.84 円 

           1EUR=134.80 円 

 

2006 年(2 期)概算総事業費  約 205 百万円 

費目 概算事業費(百万円) 

機材費 190

実施設計・調達監理 15

合計 205

注) 為替レート 1US＄=110.84 円 

           1EUR=134.80 円 

 ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

 

（２） 「イ」国負担経費 

本計画で調達される品目は、現行の「イ」国の配布体制を最大限活用して運営、監理されるため、特別な

経費は発生しない。 

 

（３） 積算条件 

① 積算時点 平成 16 年 12 月  

② 為替交換レート １US$ ＝ 110.84 円、     1EUR ＝ 134.80 円 

③ 施工期間 詳細設計、機材調達の期間は実施工程に示したとおり。 

④ その他 本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施されるものとする。 
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3-5-2 運営・維持管理費 

州保健局、県保健局の運営予算は州政府から配分される。州政府の年間予算のうち約 3％は中央政府からの配

分であり、残りは保健センターや医療機関の収入の90％を主な財源としている。EPI実施に必要な機材の調達は保

健省が責任を持ち、各州保健局に配布することになっているため、州保健局では EPI 機材の調達予算は確保して

いない。また、キャンペーン実施費用は保健省の計画に従って、直接県保健局に配分されることもある。 

保健センターの活動予算は州政府から 10％分の還元をうけ、その中から予防接種活動経費を支出している。 

 

3-6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

本計画の対象品目は、いずれもキャンペーン対象機材である。キャンペーンは 7月から 9月までの実施が予定さ

れているため、機材が迅速に配布され予防接種拡大計画に活用されるように、州保健局、県保健局による機

材の速やかな配送の指示、監督の徹底が期待される。 
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第４章 プロジェクトの妥当性の検証 

 

4-1 プロジェクトの効果 

(1) 直接効果 

① ハイリスク村の約 365 万人（2005 年）、383 万人（2006 年）の妊娠可能年齢女性（CBAW）が破傷風

ワクチンの接種をうけ、妊婦破傷風に感染する危険が減少し、新生児破傷風症例数も減少する。 

② 2 年継続して実施することにより、すべての対象者にワクチンを接種することができ、新生児破傷

風 3回（TT3）接種率 90%を達成する。 

③ 約 1,663 万人の小学生が麻疹ワクチンの恩恵を受け、麻疹に感染する危険性が低くなり、死亡者

数を減少することができる。 

 

(2) 間接効果 

① 各地域のリスク評価を行う時の指標となる破傷風予防接種率の上昇により、これまでのハイリスク県、ミディ

アムリスク県の評価をローリスクへと移行させることができる。 

② 麻疹に対する抗体獲得により学童の罹患が抑えられることから、5 歳以下の弟妹への感染を減少させ、乳

幼児感染率を減少させることが期待される。 

③ 全国予防接種キャンペーンが完了することにより、麻疹の 2 回定期予防接種および新生児破傷風 3 回

（TT3）接種体制が確立され、感染症罹患率低下に寄与する。 

④ 予防接種活動の強化により、住民の教育啓蒙が促進され健康な生活への意識が高まる。 

 

4-2 課題・提言 

保健省の本プロジェクトの実施能力は高いと考えられるが、以下の事項に対する配慮が望まれる。 

(1) 本計画では麻疹ワクチン、新生児破傷風ワクチンが同時に大量に調達されるが、州保健倉庫のコールド

ルーム容量が少なく、頻繁に配布が行われる。従って、州保健局におけるワクチンの保管、管理の徹底と、速
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やかにワクチンが各保健センターに配布されること。 

(2) 保健センターでは計画に基づいて確実にキャンペーンを実施するとともに、使用済み注射器回収と焼却

を確実に実施し、二次感染防止に努めること。  

 

4-3 プロジェクトの妥当性 

表 4-1 本プロジェクト実施における妥当性の検証 

項目  審査結果 

1. 裨益対象  ２期分実施することによって、全 CBAW(約 4,700万人)のうち約 748万人（約
16%）、および全小学生（約 2,100万人）のうち約 1,663万人（約 79%）が直接
裨益の対象として、予防接種の恩恵をうける。 

2. 計画の目的  本プロジェクトの目的は、新生児死亡率の大きな原因である新生児破傷風の発

生を制圧し、顕著な流行を示している麻疹対策のために、｢イ｣国政府が実施す

るキャンペーンに必要なワクチン、注射器などの機材を調達し、「イ」国が行

っている予防接種拡大計画を支援することにある。 
3. 被援助国の実施体制  「イ」国では 1980 年代から予防接種が開始され、全国に展開されている。本

計画で調達される機材の使用に問題はなく活用されると思われる。また機材の

保管・配布体制についても確立されたものであり、本プロジェクトを進めるに

あたって問題は生じない。 

4. 中・長期的開発計画目標  本プロジェクトで麻疹キャンペーンの対象となる 16 州の小学校での予防接
種が実施されると、すべての小学生が 1回あるいは 2回の麻疹ワクチン接種を
うけたことになり、「イ」国が目標としている麻疹接種率 85%を達成し、麻疹
罹患率低下に寄与する。 
 また、同様に 28州の CBAWに破傷風ワクチン接種を 2回行うことによって、
破傷風ワクチンの３回接種率 90%を達成し、新生児死亡率低下に寄与す

る。 
5. 収益性  「イ」国では予防接種計画で提供されるワクチンは無料で接種されるため、本

計画に収益性はない。調達されるワクチンおよび注射器などの機材は州保健局

が管轄している保健センターや病院等の保健医療機関のみで活用される。 

6. 実施可能性  日本の無償資金制度上、特に問題は発生することなく、実施が可能である。 

 以上の点から判断して無償資金協力により本プロジェクトを実施することは妥当であると考えられる。 

 

4-4 結論 

 本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広く住民の BHN

の向上に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我が国の無償資金協力を実施する

ことの妥当性が確認される。さらに、本プロジェクトの運営・維持管理についても、相手国側体制は人員・

資金ともに充分満足できるものと考えられる。なお、相手国側体制において、「4-2 課題・提言」に記述し
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たような点が実施・保証されれば、本プロジェクトはより円滑かつ効果的に実施しうると考えられる。 
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2. 調査行程 

No. 日付 曜日 旅　程 業務内容 宿泊地

1 9/21 火 11:25 東京 (JL725) → 16:50 ジャカルタ ジャカルタ

2 9/22 水

10:00  WHO訪問調査
11:30  JICA事務所打ち合わせ
14:30  保健省表敬
15:30  日本大使館表敬
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3 9/23 木
09:30  保健省との協議（質問回答収集）
14:30  UNICEF訪問調査

ジャカルタ

4 9/24 金

09:00  ADB訪問調査
10:30  保健省との協議
16:30  WB訪問調査
17:30  JICA報告
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6 9/26 日 資料整理 ジャカルタ
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10 9/30 木
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午後  州保健局倉庫調査

スマラン
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6. 参考資料 

 

① 手資料リスト 

No. 名称 

形態 

図書・ビデオ・

地図・写真等

オリジナル・

コピー 
発行機関 発行年 

1 EPI, CENTRAL LEVEL MULTI YEAR PLAN 2002-2006 図書 コピー 
インドネシア 

保健省 
2001 

2 EVERY CHILD (INDONESIA:Overcoming 

Challenges to Save Mothers and Babies) 
図書 コピー UNICEF SPRING 2004

3 ATLAS, INDONESIAN DUNA 図書 オリジナル cv. INDO BUWANA 2004 

 

② UNICEFレター（ワクチン調達に係る推薦状） 
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